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１　給与所得控除後の給与等の金額の計算

Ⅵ　電子計算機等による年末調整

　電子計算機等を使用して年末調整を行う場合であっても、その計算方法などは、通常の年末調整と変わ

りがありません。しかし、「給与所得控除後の金額の算出表」をそのまま電子計算機等に組み込むことは手

数を要しますから、この表を一定の計算式により組み込むなど次のような方法により行うことが便利です。

　「給与所得控除後の金額の算出表」の「給与等の金額」の欄は、給与の総額が１６１万９，０００円以上６６０

万円未満のものについては、１，０００円、２，０００円又は４，０００円刻みで作成され、それぞれの刻み（各階級）の

最低金額を基にして給与所得控除後の給与等の金額が計算されています。そこで、まず、次により本年中

の給与の総額を「給与所得控除後の金額の算出表」の各階級の最低金額（以下「年調給与額」といいます。）

に置き換え、その上で給与所得控除後の給与等の金額を計算することになります。

⑴　年調給与額の算出

　　本年中の給与の総額の区分に応じ、それぞれ次の表に掲げるところにより「年調給与額」を求めます。

　〔計算例〕

◎　本年分の給与の総額が、５，３１０，０００円の場合
　①　５，３１０，０００円－１，６２４，０００円　＝９２１……余り２，０００円
　　　　　　　４，０００円
　②　５，３１０，０００円－２，０００円＝５，３０８，０００円………………年調給与額

⑵　給与所得控除後の給与等の金額の計算

　　給与所得控除後の給与等の金額は、⑴により求めた年調給与額を基にして、次の表により計算します。

給与の総額の区分 階　　差 同一階差の
最小値　　 年　調　給　与　額　の　求　め　方

１，６１８，９９９円まで 給与の総額をそのまま年調給与額とします。

１，６１９，０００円から
１，６１９，９９９円まで １，０００円 １，６１９，０００円 次の算式により計算した金額を年調給与額とします。

①
　（給与の総額）－（同一階差の最小値）

＝商…余り
　　　　　　　階　　　　差

（この商の値は、自然数又は０とします。）

②　給与の総額－①の余り＝年調給与額

１，６２０，０００円から
１，６２３，９９９円まで ２，０００円 １，６２０，０００円

１，６２４，０００円から
６，５９９，９９９円まで ４，０００円 １，６２４，０００円

６，６００，０００円から 給与の総額をそのまま年調給与額とします。

年 調 給 与 額 A の 区 分 給与所得控除後の給与等の金額の計算式

１円から
６５１，０００　〃　
１，６１９，０００　〃　
１，６２０，０００　〃　
１，６２２，０００　〃　
１，６２４，０００　〃　
１，６２８，０００　〃　
１，８００，０００　〃　
３，６００，０００　〃　
６，６００，０００　〃　
１０，０００，０００　〃　

６５０，９９９円まで
１，６１８，９９９　〃　
１，６１９，９９９　〃　
１，６２１，９９９　〃　
１，６２３，９９９　〃　
１，６２７，９９９　〃　
１，７９９，９９９　〃　
３，５９９，９９９　〃　
６，５９９，９９９　〃　
９，９９９，９９９　〃　
２０，０００，０００　〃　

０円
Ａ－６５０，０００円
Ａ×６０％－２，４００円
Ａ×６０％－２，０００円
Ａ×６０％－１，２００円
Ａ×６０％－４００円
Ａ×６０％
Ａ×７０％－１８０，０００円
Ａ×８０％－５４０，０００円
Ａ×９０％－１，２００，０００円
Ａ－２，２００，０００円

１　Ａは年調給与額を表します。
２　年調給与額が６６０万円以上のものについて、上記の算式により計算した金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数を切り捨てた金額を給与所得控除後の給与等の金額とします。
３　給与の総額が２，０００万円を超える場合には年末調整を行いませんので、この表は年調給与額が２，０００万円
以下の場合だけについて作成してあります。

（注）
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２　所得控除額と課税給与所得金額の計算

３　算出所得税額と年調年税額の計算

⑴　所得控除額の計算

　　給与所得控除後の給与等の金額から控除する所得控除額の計算は、次に掲げる控除額を加算する方法

　により行います。

⑴　課税給与所得金額に対する算出所得税額の計算

　　課税給与所得金額に対する算出所得税額の計算は、次の算式により行います。この場合、課税給与所

　得金額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

課税給与所得金額  ×  税率（Ａ）－  控除額（Ｂ）＝  算出所得税額

⑵　年調所得税額の計算
　　（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用がない人については、上記⑴で求めた算出所得税額 
　が年調所得税額となります。
　　また、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を受けられる人については、上記⑴で求めた算
　出所得税額から（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を控除して年調所得税額を求めることになり
　ますが、上記⑴で求めた算出所得税額よりも（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の方が多い場合は、
　その控除額はその算出所得税額の範囲にとどめ、控除しきれない部分の金額は切り捨てます。
⑶　年調年税額の計算
　　上記⑵で求めた年調所得税額に１０２．１％を乗じた金額が復興特別所得税を含む年調年税額（１００円未満
　の端数切捨て）となります。

（注）課税給与所得金額が１７，４２０，０００円を超える場合は、年末調整の対象となりません。

⑵　課税給与所得金額の計算

　　１により求めた給与所得控除後の給与等の金額から上記⑴の所得控除額を差し引いて、課税給与所得

　金額を計算します。

課 税 給 与 所 得 金 額 税 率 （Ａ） 控 除 額 （Ｂ）

１，９５０，０００円超
３，３００，０００円〃
６，９５０，０００円〃
９，０００，０００円〃

１，９５０，０００円以下
３，３００，０００円  〃　     
６，９５０，０００円  〃　     
９，０００，０００円  〃　     
１７，４２０，０００円  〃　     

５　％
１０　％
２０　％
２３　％
３３　％

̶̶　
９７，５００円
４２７，５００円
６３６，０００円
１，５３６，０００円

１

配偶者控除額、
扶養控除額及び
基礎控除額の計
算

配 偶 者 控 除 額
一般の控除対象配偶者は３８０，０００円
老人控除対象配偶者は４８０，０００円

扶 養 控 除 額
３８０，０００円×一般の控除対象扶養親族の数＋６３０，０００円×特定扶養親族
の数＋４８０，０００円×同居老親等以外の老人扶養親族の数＋５８０，０００円×
同居老親等の数

基 礎 控 除 額３８０，０００円

２
配偶者特別控除
額の計算

最高３８０，０００円（具体的な計算については、１８ページ参照）

３
障害者、寡婦、寡
夫又は勤労学生
の控除額の計算

２７０，０００円×（一般の障害者の数と一般の寡婦、寡夫又は勤労学生に該当するごとに１とし
て計算した数との合計数）＋４００，０００円×（特別障害者の数）＋７５０，０００円×（同居特別障
害者の数）＋３５０，０００円（所得者本人が特別の寡婦の場合に限ります。）

４
保険料控除額の
計算

社会保険料控除額 支払った保険料の全額

小規模企業共済等
掛 金 の 控 除 額

支払った掛金の全額

生命保険料の控除額 最高１２０，０００円（具体的な計算については、２６ページ参照）

地震保険料の控除額 最高５０，０００円（具体的な計算については、３０ページ参照）


